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　●一般的なシーツ　　　　　　　　　　　　　　　●ボックス型＋ラバーシーツ

成果と課題
（１）2004年開所後1－3年は、腰痛による要休業者や要業務軽減者が相次ぎましたが、開所6年

目の2009年度の健診では、要休業者も要業務軽減者も、ともにゼロとなりました。
（２）リフトなどの福祉機器は開所以降から積極的に導入していますが、当初、使用する職員は

多くありませんでした。研修会を重ねる中で、最近は使用する職員が増えてきています。
今後は「うまく使いこなせる」よう、スキルアップが課題です。

（３）介助姿勢に気をつけてできるだけ負担の小さい方法をとるように心がける、ストレッチ体
操を毎日実施する、入浴や睡眠など疲労回復に気をつける、といった職員が増えてきてい
ます。

（４）腰部保護ベルトの着用率は高く、職員からも有用との声があります。
（５）入浴介助時に膝をつけるよう「入浴介助用膝あて付きズボン」の要望が出ています。

事例3　重症心身障害児施設における介護負担軽減の取り組み

事例①　わかりやすい表示
この施設では、入所者が床で生活することが多く、
上履きを脱いで部屋に入るのが通例になっていました。
ある部屋は風呂場に行くときの通り道になっており、
滑りやすいところがあっても靴を脱いで歩かなけれ
ばなりませんでした。安全確保と、膝・腰の負担軽
減という観点から、適切な靴を履くことが安全衛生
委員会で議論されました。その結果、靴をどこまで
履いていいかを明確にするため、床にわかりやすく
表示することにしました。

靴を脱がなくてもいい領域が
ひと目見てわかるよう明示



31

Ⅱ　腰痛対策

事例②　介護者用の椅子の導入
以前は、介護者が立ったままあ
るいは床に座り込んで介護記録を
つけていましたが、座って記録が
できるよう、丸いすを入れました。
また、施設内にある養護学校校舎
で子どもたちが教育を受けている
とき、介護者も背もたれ付きの椅
子を利用しています。

事例③　食事介助に、身の回りにある背もたれやクッションを活用
抱きかかえて食事介助をする必要がある
場合、安定した楽な状態で介助することが
大切です。この事例では、介護者が、壁と
座いすで背を支え、訓練用マットに左肘を
置いて子どもの頭を支えながら、食事介助
をしています。また、右手が無理なく伸ば
せて食器に届くよう、テーブルを十分に引
き寄せて置いています。

事例④　ベッドをコロ付の台に乗せて移動、マットに座っての作業
障害児者をベッドから車椅子に移乗して、
場所を移動し、再度ベッドに移乗する、といっ
た負担を減らすため、コロつきの台の上に
ベッドを乗せ、ベッドごと移動しやすくし
ました。また、介護者は、マットに座って
作業をしています。

座って作業できるよう、
丸いすを設置

介護者も背もたれ付き
のいすを使用

机を十分に引き寄せて作業

コロつきの台の上にベッドを
乗せ、ベッドごと移動

壁と座いすで背を支え、マットに左肘を置き、
子どもの頭を支えながら、食事介助

マットに座って作業
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事例⑤　特殊浴槽（ミスト浴）の導入
障害児者の入浴では、四肢の変形が強かったり、医療的ケアを要
する場合もあるので、入浴介助に伴う移乗・移動や体を洗うときの
姿勢による負担が大きくなります。従来から特殊浴槽は導入されて
いましたが、2009年度に、「介護労働者設備等整備モデル奨励金」を
利用して、利用者に快適で、職員の負担軽減に有効な特殊浴槽（ミ
スト浴）を新たに導入しました。職員が一人で作業することができ
ます。

事例4　保育施設における腰痛予防対策の取り組み

取り組み内容
腰痛は保育施設で多発する職業病であり、腰痛のために就業が困難となる者も少なくありませ
ん。A県の民間保育施設では、複数の施設が共同して、管理者（事業者・園長）、労働者（労働組合）、
外部の専門家（大学の専門家－産業医学・体育、医療機関の整形外科医・理学療法士・作業療法士）
からなる委員会を立ち上げ、以下のような取り組みを行ってきました。

（1）特殊健康診断と事後指導
外部の専門家の指導を得て、毎年、腰痛の早期発見・早期治療を目的とした特殊健康診断を実
施しています。必要に応じて、専門医が対応する職業病外来を紹介しています。

（2）職場調査
保育作業の動作解析・人間工学的測定、職場環境の測定等を行い、腰痛に関連する有害な労働
姿勢、身体負荷要因、心理的ストレスを明らかにしました。

（3）体力測定
保育士自身が、仕事の内容とともに、自分の体力についての客観的な情報を得ることが腰痛予
防のために不可欠です。この考えのもと、保育士の体力測定を実施しています。

（4）専門家による指導
定期的に外部の専門家を講師に迎えて講座を開き、腰痛予防のための知識・技術の普及を行っ
ています。

腰痛に関連する保育作業の改善例：人間工学的改善

（1）おむつ交換
おむつ交換台を使って作業を行うことにより、前傾姿勢を軽減することができます。次ページ
の図は保育士が立位でおむつ交換ができるおむつ台です。園児をおむつ台の上に上げないといけ
ないので、比較的体重の軽い月齢・年齢の乳児・幼児のおむつ交換に適しています。右の写真は、
床からの高さ約30cmの作業面を持ったおむつ交換台です。床上に園児を寝かせたときよりも、お
むつ交換時の前かがみ姿勢が軽減できます。
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（2）授乳
左の写真の椅子で、肘掛・背もたれのある椅子に座って授乳することにより、腰背部の負担を
軽減できます。床から椅子の座面までの適切な高さは身長の約27%だという研究報告があります。
乳幼児の転落の危険を考えるのであれば、足を伸ばして座れるソファーなどを用意することも有効
です（右図）。

             背もたれ付きの椅子                            足を伸ばして座れるソファー

（3）入浴・シャワー
踏み台を用意して幼児が自ら浴槽に入れるようにすることで、
保育士が園児を上げ下ろしする負担を軽減することができます。

（4）ベビーカーによる散歩
保育士が園児を持ち上げることなくベビーカーに乗せられる
よう、扉をつけています。
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１　はじめに
職場における腰痛は、特定の業種のみならず多くの業
種及び作業において見られる。
これらの腰痛の発生の要因には、[1]腰部に動的あるいは

静的に過度に負担を加える動作要因、[2]腰部への振動、寒冷、
床・階段での転倒等で見られる環境要因、[3]年齢、性、体格、
筋力等の違い、椎間板ヘルニア、骨粗しょう症等の既往症
又は基礎疾患の有無及び精神的な緊張度等の個人的要因が
あり、これら要因が重なり合って発生する。
職場における腰痛を予防するためには、作業管理、作
業環境管理、健康管理及び労働衛生教育を適切に行うこ
とによって腰痛の発生の要因の排除又は軽減に努めると
ともに、労働者の健康の保持増進対策を進めることが必
要であることから、本指針は、これらの事項について具
体的に示すものである。
各事業場においては、本指針に掲げられた腰痛の基本
的な予防対策を踏まえ、各事業場の作業の実態に即した
対策を講ずる必要がある。
なお、本指針では、腰痛の発生を減少させるため、一
般的な腰痛の予防対策を示した上で、腰痛の発生が比較
的多い次の５作業についての作業態様別の基本的な対策
を別紙により示した。
（1）　重量物取扱い作業
（2）　重症心身障害児施設等における介護作業
（3）　腰部に過度の負担のかかる立ち作業
（4）　腰部に過度の負担のかかる腰掛け作業・座作業
（5）　長時間の車両運転等の作業

２　作業管理
（1）　自動化、省力化

腰部に著しい負担のかかる作業を行わせる場合には、
作業の全部又は一部を自動化又は機械化し、労働者の
負担を軽減することが望ましいが、それが困難な場合
には、適切な補助機器等を導入すること。

（2）　作業姿勢、動作
労働者に対し、次の事項に留意させること。
イ　腰部に負担のかかる中腰、ひねり、前屈、後屈ね

ん転等の不自然な姿勢をなるべく取らないように
すること。このため、正面を向いて作業が行える
よう作業台等の高さ、労働者と作業台等との対面
角度の調節等を行うこと。また、不自然な姿勢を
取らざるを得ない場合には、適宜、身体を保持す
る台等を使用すること。

ロ　立位、椅座位等において、同一姿勢を長時間取ら
ないようにすること。

ハ　腰部に負担のかかる動作を行うに当たっては、姿
勢を整え、かつ、急激な動作を避けること。

ニ　持ち上げる、引く、押す等の動作は、膝を軽く曲げ、
呼吸を整え、下腹部に力を入れながら行うこと。

ホ　勁部又は腰部の不意なひねりを可能な限り避け、動

作時には、視線も動作に合わせて移動させること。
（3）　作業標準等
イ　作業標準の策定

腰部に過度の負担のかかる作業については、腰
痛の予防のため、次の事項に留意して作業標準を
策定すること。また、新しい機器、設備等を導入
した場合には、その都度、作業標準を見直すこと。
（ｲ）　作業時間、作業量、作業方法、使用機器等

を示すこと。
　なお、作業時間、作業量等の設定に際し
ては、作業内容、取り扱う重量、自動化等
の状況、補助機器の有無、作業に従事する
労働者の数、性別、体力、年齢、経験等に
配慮すること。

（ﾛ）　不自然な姿勢を要する作業や反復作業等を
行う場合には、他の作業と組み合わせる等
により当該作業ができるだけ連続しないよ
うにすること。また、作業時間中にも適宜、
小休止・休息が取れるようにすることが望
ましい。

ロ　その他
（ｲ）　コンベヤー作業等作業速度が機械的に設定

されている作業を行わせる場合には、労働
者の身体的な特性と体力差を考慮して、適
正な作業速度にすること。

（ﾛ）　夜勤、交替制勤務及び不規則勤務にあっては、
作業量が昼間時における同一作業の作業量
を下回るよう配慮すること。

（4）　休憩
イ　腰部に著しい負担のかかる作業を行わせる場合に

は、横になって安静を保てるよう十分な広さを有
する休憩設備を設けるよう努めること。

ロ　休憩設備の室内温度を、筋緊張が緩和できるよう
調節することが望ましい。

（5）　その他
イ　腰部に著しい負担のかかる作業を行わせる場合に

は、腹帯等適切な補装具の使用も考慮すること。
ロ　作業時の靴は、足に適合したものを使用させるこ

と。腰部に著しい負担のかかる作業を行う場合に
は、ハイヒールやサンダルを使用させないこと。

３　作業環境管理
（1）　温度

屋内作業場において作業を行わせる場合には、作業
場内の温度を適切に保つこと。また、低温環境下にお
いて作業を行わせる場合には、保温のための衣服を着
用させるとともに、適宜、暖が取れるよう暖房設備を
設けることが望ましい。

（2）　照明
作業場所、通路、階段、機械類等の形状が明瞭にわ

職場における腰痛予防対策指針

平成6年9月6日　基発第547号
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かるように適切な照度を保つこと。
（3）　作業床面

作業床面はできるだけ凹凸がなく、防滑性、弾力性、
耐衝撃性及び耐へこみ性に優れたものとすることが望
ましい。

（4）　作業空間
動作に支障がないよう十分な広さを有する作業空間
を確保すること。

（5）　設備の配置等
作業を行う設備、作業台等については、作業に伴う
動作、作業姿勢等を考慮して、形状、寸法、配置等に
人間工学的な配慮をすること。

４　健康管理
（1）　健康診断

重量物取扱い作業、介護作業等腰部に著しい負担の
かかる作業に常時従事する労働者に対しては、当該作
業に配置する際（再配置する場合を含む。以下同じ。）
及びその後６月以内ごとに１回、定期に、次のとおり
医師による腰痛の健康診断を実施すること。
イ　配置前の健康診断

配置前の労働者の健康状態を把握し、その後の
健康管理の基礎資料とするため、配置前の健康診
断の項目は、次のとおりとすること。
（ｲ）　既往歴（腰痛に関する病歴及びその経過）及

び業務歴の調査
（ﾛ）　自覚症状（腰痛、下肢痛、下肢筋力減退、

知覚障害等）の有無の検査
（ﾊ）　脊柱の検査：姿勢異常、脊柱の変形、脊柱

の可動性及び疼痛、腰背筋の緊張及び圧痛、
脊椎棘突起の圧痛等の検査

（ﾆ）　神経学的検査：神経伸展試験、深部腱反射、
知覚検査、筋萎縮等の検査

（ﾎ）　脊柱機能検査：クラウス・ウェーバーテスト
又はその変法（腹筋力、背筋力等の機能の
テスト）

（ﾍ）　腰椎のＸ線検査：原則として立位で、２方
向撮影（医師が必要と認める者について行
うこと。）

ロ　定期健康診断
（ｲ）　定期に行う腰痛の健康診断の項目は、次の

とおりとすること。
ａ　既往歴（腰痛に関する病歴及びその経

過）及び業務歴の調査
ｂ　自覚症状（腰痛、下肢痛、下肢筋力減退、

知覚障害等）の有無の検査
（ﾛ）　（ｲ）の健康診断の結果、医師が必要と認め

る者については、次の項目についての健康
診断を追加して行うこと。この場合、（イ）
の健康診断に引き続いて実施することが望
ましい。
ａ　脊柱の検査：姿勢異常、脊柱の変形、

脊柱の可動性及び疼痛、腰背筋の緊張
及び圧痛、脊椎棘突起の圧痛等の検査

ｂ　神経学的検査：神経伸展試験、深部腱
反射、知覚検査、徒手筋力テスト、筋
萎縮等の検査（必要に応じ、心因性要
素に関わる検査を加えること。）

ｃ　腰椎のＸ線検査（医師が必要と認める
者について行うこと。）

ｄ　運動機能テスト（医師が必要と認める
者について行うこと。）

ハ　事後措置
腰痛の健康診断の結果、労働者の健康を保持す
るため必要があると認めるときは、作業方法等の
改善、作業時間の短縮等必要な措置を講ずること。

（2）　作業前体操、腰痛予防体操
イ　作業前体操の実施

腰痛の予防を含めた健康確保の観点から、次の
とおり作業前体操を実施すること。
（ｲ）　始業時に準備体操として行うこと。
（ﾛ）　就業中に新たに腰部に過度の負担のかかる

作業を行う場合には、当該作業開始前に下
肢関節の屈伸等を中心に行うこと。

なお、作業終了時においても、必要に応じ、緊張
した筋肉をほぐし、血行を良くするための
整理体操として行うこと。

ロ　腰痛予防体操の実施
重量物取扱い作業、介護作業等腰部に著しい負
担のかかる作業に常時従事する労働者に対し、適
宜、腰痛予防を目的とした腰痛予防体操を実施す
ること。
腰痛予防体操には、[1]関節可動体操、[2]軟部組
織伸展体操、[3]筋再建体操の３種があり、実施に当
たっては、その目的に合ったものを選択すること。

５　労働衛生教育等
（1）　労働衛生教育

重量物取扱い作業、介護作業等腰部に著しい負担の
かかる作業に常時従事する労働者については、当該作
業に配置する際及び必要に応じ、腰痛の予防のための
労働衛生教育を実施すること。
当該教育の項目は次のとおりとし、その内容は受講
者の経験、知識等を踏まえ、それぞれのレベルに合わ
せて行うこと。
[1]　腰痛に関する知識
[2]　作業環境、作業方法等の改善
[3]　補装具の使用方法
[4]　作業前体操、腰痛予防体操
なお、当該教育の講師としては、腰痛の予防につい
て十分な知識と経験を有する者が適当であること。

（2）　その他
腰痛を予防するためには、職場内における対策を進
めるのみならず、労働者の日常生活における健康の保
持増進が欠かせない。このため、産業医等の指導の下に、
労働者の体力や健康状態を把握した上で、バランスの
とれた食事、睡眠に対する配慮等の指導を行うことが
望ましい。




